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取締役に対する新株予約権の割当てに関するお知らせ

当社は、平成２８年５月２５日開催の取締役会において、平成１９年５月２３日開催の当社

第９６期定時株主総会の決議に基づき、取締役に対する株式報酬型ストックオプションとして

発行する新株予約権について具体的な発行内容を、下記のとおり決議いたしましたのでお知ら

せいたします。

記

Ⅰ．新株予約権を発行する理由

取締役報酬において、当社の株価や業績との連動性を高め、株価の上昇・下落によるリタ

ーン・リスクを株主と共有することにより、株価上昇や業績向上への意欲及び士気を高め

ることを目的として、株式報酬型ストックオプションとして新株予約権を発行する。

Ⅱ．新株予約権の発行要領

１．新株予約権の名称

タキヒヨー株式会社２０１６年取締役新株予約権Ｂプラン（以下、｢Ｂプラン｣という） 

２．新株予約権の割当て対象者及びその人数並びに割当てる新株予約権の数

当社取締役 ７名 ８１個

その内訳は、Ｂプラン ７名 ８１個

３．新株予約権の目的である株式の種類及び数

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権１個当たりの目

的である株式の数（以下、「付与株式数」という）は１，０００株とする。

なお、新株予約権発行日（以下「発行日」という）後に、当社が当社普通株式の分
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割または併合を行う場合には、次の算式により付与株式数を調整するものとする。た

だし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権

について行われ、調整によって生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転（以下総称して「合併等」と

いう）を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その他付与株式数の調整を必要

とする場合には、合併等、株式の無償割当の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で

付与株式数を調整することができる。

４．新株予約権の割当日

平成２８年６月１７日

５．新株予約権の払込金額またはその算定方法

ブラックショールズモデルにより以下の基礎数値に基づき算出した１株当たりのオプ

ション価格に付与株式数を乗じた金額とする。
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① １株当たりのオプション価格（Ｃ）

② 株価（Ｓ）：平成２８年６月１７日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取

引の終値（終値がない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）

③ 行使価格（Ｘ）：１円

④ 予想残存期間（Ｔ）：Ｂプラン １０年

⑤ 株価変動性（σ）：Ｂプラン   １０年間（平成１８年６月１８日から平成２８年６

月 １７日まで）の各取引日における当社普通株式の普通取引の終値に基づき算出し

た変動率

⑥ 無リスクの利子率（ｒ）：残存年数がＢプランの予想残存期間に対応する国債の利子

2



率

⑦ 配当利回り（ｑ）：１株当たりの配当金（平成２８年２月期の配当実績）÷上記②に

定める株価

⑧ 標準正規分布の累積分布関数（Ｎ  ･ )

（注）上記２に記載する者に対して、当該新株予約権の発行価格の総額に相当する金銭報

酬を支給することとし、この報酬の請求権と、新株予約権の払込金額の払込債務を

相殺することをもって当該新株予約権を取得させます。

６．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使により交付を

受ける株式１株当たりの払込金額を１円とし、これに各新株予約権の目的である株式

数を乗じた金額とする。

７．新株予約権を行使することができる期間

Ｂプラン 平成２８年６月１８日から平成４８年６月１７日までとする。 

８．新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という）は、Ｂプランを当

社取締役を退任した日の翌日（以下「権利行使開始日」という）から１０日間に限

り行使することができるものとする。

② 前項にかかわらず、新株予約権者は、以下の（ア）、（イ）に定める場合には、それ

ぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使することができる。

(ア) 新株予約権者が、Ｂプランにおいて、平成４７年６月１７日までに権利行使

開始日を迎えなかった場合、平成４７年６月１８日以降新株予約権を行使す

ることができるものとする。

(イ) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案が当社株主総会で承認された場 

合、または当社が完全子会社となる株式交換契約承認の議案もしくは株式

移転の議案につき当社株主総会で承認された場合、当該承認日の翌日から

１０日間とする。

③ 新株予約権１個当たりの一部行使はできない。

④ その他の条件については、株主総会の承認および取締役会決議に基づき、当社と新

株予約権の割当てを受けた取締役との間で締結する「新株予約権割当契約書」の定

めるところによる。
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９．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に

関する事項

新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、新株予約

権の行使に際して出資された財産の価額に０．５を乗じた額とし、計算の結果１円未満

の端数が生じたときは、これを切り上げた額とする。残額は資本準備金に組み入れるも

のとする。

１０．新株予約権の取得の条件

① 当社は、新株予約権者が第１１項の規定により新株予約権を喪失した場合、当社は

当該新株予約権を無償で取得することができる。

② 当社は、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案が当社株主総会で承認された場

合、または当社が完全子会社となる株式交換契約承認の議案もしくは株式移転の議

案につき当社株主総会で承認された場合は、当社は新株予約権を無償で取得するこ

とができる。

１１．新株予約権の権利喪失

第７項に定める新株予約権を行使できる期間中といえども、次の場合においては、直ち

に新株予約権を喪失する。

① 新株予約権者の故意または重大な過失により、会社に重大な損害を与えた場合

② 新株予約権者が当社所定の書面により新株予約権の全部または一部を放棄する旨を

申し出た場合

１２．新株予約権の譲渡制限

新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要する。

１３．組織再編を実施する際の新株予約権の取扱いについて

組織再編に際して定める契約書または計画書等に以下に定める株式会社の新株予約権

を交付する旨を定めた場合には、当該組織再編の比率に応じて、次の各号に定める株式

会社の新株予約権を交付するものとする。

① 合併（当社が消滅する場合に限る）

合併後存続する株式会社、または合併により設立する株式会社

② 吸収分割

吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部または一

部を承継する株式会社

③ 新設分割

新設分割により設立する株式会社
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④ 株式交換

株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社

⑤ 株式移転

株式移転により設立する株式会社

１４．新株予約権の行使により発生する端数の切り捨てについて

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨

てるものとする。

１５．新株予約権証券

新株予約権者は当社に対して、新株予約権証券の発行請求を行わないものとし当社も新

株予約権者に対して新株予約権証券の発行は行わないものとする。

以上
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